
 

県民コメントの実施結果について 

 

① 県民コメント 

  平成３０年１２月２７日から平成３１年１月２８日まで実施しましたが、

３人から９件の意見が寄せられました。 

  計画が知事決裁されたタイミングで県の考え方を県ホームページに掲載し

ます。主な意見は次のとおりです。 

 

【主な意見】 

 広域化の効果をフローチャートに図示してはどうか 

⇒ 【A】広域化が地域全体の消防力の向上に繋がることを図示する。 

 

 

 広域連合による消防広域化の仕組みも記載してはどうか。また、５ブロック

については、県が広域連合に入って広域化を加速させてはどうか。 

⇒ 【A】広域連合による消防広域化について本文に加筆する。【C】消防事務は

市町村の事務であり、県が消防事務に携わることはない。 

 

 

 ７つのブロックより、県全域をひとつの広域消防としたほうが、効率化、利

便性、サービスの均一化が実現できる。 

⇒ 【B】県内１ブロックが理想的な形であるが、計画の期間内に実現できる過

程として７ブロックの組合せを提示した。 

 

 

 現場職員の声を聴いてもらいたい。 

⇒ 【B】消防力カードを消防本部で作成してもらい、これを踏まえて計画を立

案した。消防力カードの作成には、現場職員の声が反映されている。 

 

Ａ：意見を反映し、案を修正した。 

Ｂ：案で対応済み 

Ｃ：案の修正はしないが、実施段階で参考とする。 

Ｄ：意見を反映できなかった。 

Ｅ：その他 

資料３－１ 



【反映】
Ａ：意見を反映し、案を修正した
Ｂ：案で対応済み
Ｃ：案の修正はしないが、実施段階で参考とする
Ｄ：意見を反映できなかった
Ｅ：その他

Ｎｏ．関連分野 ページ 御意見 県の考え方
反映
状況

1
広域化の
効果

12
広域化により期待される効果について、フ
ローチャートで図示されたい。

広域化により期待される効果を図式化して掲載
します。

Ａ

2 財政運営 22
住民１人あたり決算額は、市町の面積割合
が妥当ではないか

県内消防本部のデータを分析すると、管轄人口
規模が大きいほど、住民１人あたり決算額が小
さいという相関関係がありました。このため、財
政運営の比較のための資料として計画に掲載し
ました。
一方、消防本部の管轄面積と住民１人あたり決
算額には相関関係が見られませんでした。

Ｄ

3
市町村の
組合せ

26

県内を数ブロックに分けて広域消防を設ける
のではなく、県全域を一つの広域消防とした
方が、一層の効率化、利便性、サービスの
均一化が実現できる。

県内１ブロック化が将来的な理想的な形と考えま
す。
その上で、本計画の推進期間内に全県が１つの
消防本部になる過程として、県内を７つのブロッ
クに分けた広域化の組合せを提示いたしました。

Ｂ

4
市町村の
組合せ

27

広域化の第５ブロックにおいては、広域連合
を設立してはどうでしょうか。埼玉県がこの
広域連合に入って、より一層加速させること
も考えてはどうでしょうか。

市町村が消防広域化を実施する手法として、一
部事務組合や事務委託の他、広域連合による広
域化も検討されると考えられます。
ただし、消防組織法第７条に「市町村の消防は、
条例に従い、市町村長がこれを管理する」とされ
ており、県が広域連合の一員となって直接消防
事務に携わることはありません。

Ｃ

5
市町村の
組合せ

30
「今後１０年以内に管轄人口の減少に伴い
小規模消防本部」について、該当する消防
本部を明記すべきではないでしょうか。

秩父消防本部が小規模消防本部になる見込み
であることを記載しました。

Ｂ

6
市町村の
組合せ

30
消防広域化の実施手順について、「広域連
合の設立による広域化」についても記載す
べきではないでしょうか。

消防広域化の実施手法として広域連合を追記し
ます。

Ａ

7 全般 －
各署所の消防職員の配置人員を明示すべ
きではないか。

消防本部ごとの職員数は資料編に記載します。
御意見を受けて、署所数も盛り込むとといたしま
す。
ただし、各署所の配置人員は、毎年度変わるこ
とから、この計画に記載することは見合わせまし
た。

Ａ

8 全般 －

大規模災害発生時には、どのように迅速、
的確な対応するのか。その際には消防団や
自衛隊などと連携しないと対応できないので
は。

消防本部は、大規模災害が発生すれば、国、県
や消防団等と連携して対応することとなります。
連携や応援を受け入れるためには、消防体制の
強化が必要であると考えます。
なお、消防団との連携については、計画本文に
記載しました。

Ｂ

9 全般 －
現場職員の生の声を聴きながら考えられた
い。

今回の計画改定にあたり、国は基本方針の中
で、各消防本部に対し自らの消防力や課題をま
とめた「消防直カード」を作成を求め、県にはそ
の内容を踏まえて検討することを求めています。
本県においても、消防力カードを踏まえて計画改
定案を策定しました。
各消防本部では、現場職員の声を踏まえて、消
防力カードを作成しています。

Ｂ

埼玉県消防広域化推進計画（案）に対する御意見と県の考え方
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